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１．独法発足後の事業の効率化、財政支出縮減に向けての取組状況

（１） 交通事故の現状

死者数、重傷者数、事故発生件数、自動車保有台数の推移死者数、重傷者数、事故発生件数、自動車保有台数の推移

（出所：警察庁交通局、国土交通省、損害保険料率算出機構 資料による）

※「自動車走行キロ」及び「重度後遺障害者数」は年度単位による集計。「重度後遺障害者数」は自賠責保
険の後遺障害１級～３級に認定された件数（調査完了ベース）。
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（２）当機構の事業構成
設立 ： 平成１５年１０月１日 中期計画 ： 平成１５年１０月～１９年３月

交通事故防止対策は

•法規、道路標識の設置、
違反の取締り・罰則

•運転技能と資格、運転時の
判断力

•道路の整備と構造、安全
施設の整備

•車両の安全基準・維持と
安全性の向上普及

•交通安全教育と啓発
•労働基準と励行、運行管理
•救急医療、治療介護、
リハビリ （治療介護手法の

開発と普及）

•被害者への補償と援護

など多岐にわたる

交通事故防止対策は

•法規、道路標識の設置、
違反の取締り・罰則

•運転技能と資格、運転時の
判断力

•道路の整備と構造、安全
施設の整備

•車両の安全基準・維持と
安全性の向上普及

•交通安全教育と啓発
•労働基準と励行、運行管理
•救急医療、治療介護、
リハビリ （治療介護手法の

開発と普及）

•被害者への補償と援護

など多岐にわたる

２．自動車事故による
被害者保護の増進の
ための援護業務

１．自動車事故の防止の
ための業務

② 運転者の適性診断業務

① 運行管理者の指導講習業務

③ 自動車アセスメント情報の提供業務

① 療護センター運営事業

② 重度後遺障害者の援護業務

③ 交通遺児等の援護業務

事業用自動車の運行管理に必要なノウハウを提供

運転の特性を診断し安全運転に役立つアドバイスを提供

自動車の安全性に関する車種別比較情報を公正中立な立場で公表

育成資金の無利子貸付・友の会の運営と家庭相談

介護料支給により家族の負担を軽減

遷延性意識障害者への治療等のための療護施設の設置・運営

青字 当機構が担当する施策
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（３） 事業の廃止・縮小・重点化・民間委託の実施状況

１．中長期的な視点から各事業の有効性、必要性を評価し、事業の重点化策を実施中
２．各種コストを削減しつつ、事業の一層の効果向上、サービス水準向上に取り組んでいる

全体概要全体概要

必
要
な
分
野
に
予
算
重
点
配
分

一般管理費の削減

貸付債権回収経費の削減

療護センター運営経費の削減

自動車アセスメント試験実施費
の削減

一般講習の受講回数半減

（法令改正により１年毎→隔年）

サービス水準を維持しつつ、
コストを削減

業務の一部縮小

機構に要請される事項機構に要請される事項 具体的な取組事項具体的な取組事項

事業の効果性向上に向けて、重点化した業務

【療護センター運営事業】

・医療・介護の充実

・効率化による経費の削減

・先進医療機器を用いた高度な治療及び介護による退院者数
の増加
・外部委託業務の見直し

千葉療護センターの民間委託

【自動車アセスメント情報提供業務】

・車両の安全性能向上に
よる一層の被害軽減

・諸外国との連携を強化して、効果的な試験方法の確立
・歩行者頭部保護性能試験の実施
・ホームページ及びパンフレットの改善による情報提供手段の
充実

事業の民間委託化
【被害者援護業務】

・交通事故被害者の救済の
一層の充実

・被害者ニーズの詳細な調査を踏まえた改善方策の検討
・相談窓口の充実等による精神的サポートの強化

【指導講習業務】

・事業用自動車の事故件数
の削減

・業態別、規模別、少人数受講者参加型講習によるきめ細か
な指導の充実

【適性診断業務】

・事業用自動車の事故件数
の削減

・高齢ドライバーのための自動視野測定器の導入
・貸出用自動診断機器の整備による受診機会の拡大
・アイカメラ・シミュレータの開発
・診断手法の研究開発の強化
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（４） 自己収入増加策の実施状況

・ニーズに沿った講習内容の改善（講習の増回５０回・
視聴覚教材の導入）
・隣接県との共同開催による会場の集約化(５会場)
・業態別(５９６回)・規模別(７回)・少人数受講者参加型
(２４９回)講習の実施

指導講習業務

収入増加策

指導講習業務

収入増加策

指導講習業務の自己収入の推移

・ニーズを反映した診断の改良 （診断コメント及び診断
機器の改良）
・新たな診断機器の導入 （貸出用自動診断機器１００台、
自動視野測定器２０台）
・インターネット予約申し込み （東京主管支所において
全体の２６％）

適性診断業務

収入増加策

適性診断業務

収入増加策

適性診断業務の自己収入の推移

（中期計画）自己収入比率３５％以上達成目標 （中期計画）自己収入比率３５％以上達成目標

・一般講習業務を平成１３年度に一部縮小（年１回の受講を隔年に変更）
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（注）自己収入比率＝自己収入（指導講習手数料収入）／指導講習業務に係る総経費 （注）自己収入比率＝自己収入（適性診断手数料収入）／適性診断業務に係る総経費
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（５） 中期目標等における事業費の削減・効率化目標の進捗状況①

・給与水準の引下げ

・職員数の削減

（計画削減以上の人員削減 △１人→△３人）

・貸主との値下交渉の積極的な取組みによる事務所
借料の削減（△２.５％）

取組事項取組事項

（中期計画）１０％削減目標

一般管理費の削減・効率化

（中期計画）４％の試験実施費（１台当たり）削減目標

アセスメント試験実施費の削減

259
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１台当たり試験実施費 平成14年度比　１台当たり削減率

（百万円）

3,627 3,682

1,485 1,431
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1,263
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0.0%

（削減率）

 　一般管理費 平成14年度比　削減率

5,112 4,789
(見込)

5,113

物
件
費

人
　
件
　
費

取組事項取組事項
・平成１５年度に試験準備の見直し

（衝突試験用ダミーのセッティング方法の省力化）
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（５） 中期目標等における事業費の削減・効率化目標の進捗状況②

2,548 2,522
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療護センターの収入

（削減率）
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債権回収経費 平成14年度比　削減率

・ 平成１５年度に債権回収のマニュアル化を行い、
効率的な回収による嘱託経費等の削減
(嘱託員７名の削減)

取組事項取組事項

（中期計画）２０％削減目標

貸付債権の回収経費の削減・効率化
（中期計画）４％削減目標

療護センター運営委託経費の削減・効率化

（百万円）
（百万円）

・看護師配置の見直し

・外部委託業務の見直し

・外部受託検査件数の増加

(平成14年度：約7,000件→平成16年度：約12,000件)

取組事項取組事項

・平成１５年４月に独法化に向けて千葉療護センターを民間委託化
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（６） 財政支出額のこれまでの削減額及び今後の削減見込み

平成１６年度は中期計画以上の削減を達成する見込み平成１６年度は中期計画以上の削減を達成する見込み

（単位：百万円）

平成１７年度 平成１８年度

％ ％ ％ ％

一般管理費 △ 152 △ 3.0 △ 283 △ 5.6 △ 148 △ 3.0 △ 143 △ 3.0

一般業務費 △ 16 △ 1.0 △ 48 △ 3.0 △ 16 △ 1.0 △ 15 △ 1.0
（除く介護料）

療護業務費 △ 34 △ 1.0 △ 109 △ 3.2 △ 34 △ 1.0 △ 34 △ 1.0
（除く千葉増床分）

貸付業務費 △ 5 △ 1.0 △ 70 △ 14.0 △ 5 △ 1.0 △ 5 △ 1.0
（除く貸付金）

区　　　分

平成１６年度

中期計画額
(対前年度
　予算比）

実績見込額
(対前年度
　予算比）

中期計画額
(対前年度
　予算比）

中期計画額
(対前年度
　予算比）
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２．更なる事業費及び財政支出の削減・効率化に向けての今後の取組に関する提案事項
（１） 中期目標・中期計画のポイント

中 期 目 標中 期 目 標 中 期 計 画（平成15年10月～19年3月）中 期 計 画（平成15年10月～19年3月）

●指導講習・適性診断における経費の削減や自己収入の増

加、療護センターの運営経費の節減、自動車アセスメント
における適切なコスト管理等、各事業における業務改善等
により業務運営全般にわたる効率化を推進

●一般管理費について、中期目標期間の最後の事業年度に

おいて、認可法人比で１０％程度に相当する額を削減

●指導講習・適性診断における経費の削減や自己収入の増

加、療護センターの運営経費の節減、自動車アセスメント
における適切なコスト管理等、各事業における業務改善等
により業務運営全般にわたる効率化を推進

●一般管理費について、中期目標期間の最後の事業年度に

おいて、認可法人比で１０％程度に相当する額を削減

●経費の削減や実施内容の高度化、利用者利便の向上等による自己収

入の増加等により指導講習・適性診断における自己収入比率を３５％以
上に向上

●民間委託している定型的・単純作業についての見直し等による経費節

減や検査外来の増加により療護センターの運営経費を４％節減
●試験実施方法の合理化等により自動車アセスメントの１台あたり試験実

施費を４％削減
●効率的、効果的な債権回収を行うことにより回収経費を２０％削減
●一般管理費について、中期目標期間の最後の事業年度において、認可

法人比で１０％程度に相当する額を削減

●経費の削減や実施内容の高度化、利用者利便の向上等による自己収

入の増加等により指導講習・適性診断における自己収入比率を３５％以
上に向上

●民間委託している定型的・単純作業についての見直し等による経費節

減や検査外来の増加により療護センターの運営経費を４％節減
●試験実施方法の合理化等により自動車アセスメントの１台あたり試験実

施費を４％削減
●効率的、効果的な債権回収を行うことにより回収経費を２０％削減
●一般管理費について、中期目標期間の最後の事業年度において、認可

法人比で１０％程度に相当する額を削減

１．業務運営の効率化

２．業務の質の向上

●療護センターにおいて治療効果を高めるとともに、治療・看

護技術の社会還元と地域医療への貢献を推進
●指導講習・適性診断、介護料支給、交通遺児等貸付け、自

動車アセスメントの各事業において受益者等のニーズや
サービスの活用状況を適切に把握し、サービス内容の向
上を推進

●療護センターにおいて治療効果を高めるとともに、治療・看

護技術の社会還元と地域医療への貢献を推進
●指導講習・適性診断、介護料支給、交通遺児等貸付け、自

動車アセスメントの各事業において受益者等のニーズや
サービスの活用状況を適切に把握し、サービス内容の向
上を推進

●療護センターにおいて高度な治療・看護の実施により脱却者数(注) を３０

人以上とするとともに、学会における年平均１０件以上の研究成果の発
表、高度先進医療機器の年間９，０００件以上の検査受託を実施
(注) 一定の意思疎通・運動機能の改善

●指導講習・適性診断、介護料支給、交通遺児等貸付け、自動車アセスメ

ントの各事業において定期的なアンケート調査を実施し、受益者等の
ニーズや活用状況の把握とそれを踏まえたサービス改善の推進により、
５段階評価で平均４.０以上の評価を取得

●療護センターにおいて高度な治療・看護の実施により脱却者数(注) を３０

人以上とするとともに、学会における年平均１０件以上の研究成果の発
表、高度先進医療機器の年間９，０００件以上の検査受託を実施
(注) 一定の意思疎通・運動機能の改善

●指導講習・適性診断、介護料支給、交通遺児等貸付け、自動車アセスメ

ントの各事業において定期的なアンケート調査を実施し、受益者等の
ニーズや活用状況の把握とそれを踏まえたサービス改善の推進により、
５段階評価で平均４.０以上の評価を取得

●予算、収支計画及び資金計画につき、自己収入比率等の

目標を考慮した上で適正に計画

●予算、収支計画及び資金計画につき、自己収入比率等の

目標を考慮した上で適正に計画
●中期計画に従った業務の質の向上を図りつつ、予算、収支計画及び資

金計画の適正な策定

●中期計画に従った業務の質の向上を図りつつ、予算、収支計画及び資

金計画の適正な策定

３．財務の内容の改善

４．その他重要事項

●職員の能力開発を促進するとともに、適正な要員数とする

よう努力

●職員の能力開発を促進するとともに、適正な要員数とする

よう努力
●計画的な削減を行い人員の抑制に努めるとともに、職員の資質を向上●計画的な削減を行い人員の抑制に努めるとともに、職員の資質を向上
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■ 業務面からの全般的な見直し

■ 現場からの改善の提案 【各支所からの提案制度】

【業務のあり方検討会】の設置

〇 分科会での検討結果を踏まえ、交通事故を

減らすため、コストベネフィットを考えた事業

の重点化等を検討

〇 各事業の有効性、必要性等を評価し、現状
業務の執行に随時反映すべき提案等を検討

・ 指導講習・適性診断のあり方検討会

・ アセスメント検討会

・ 被害者の保護のあり方検討会

〇 ユーザーのニーズを反映した、地方支所等における新たな取組みの試行的実施
・ 適性診断活用講座の実施

・ 事故防止コンサルティングの実施

・ 事故防止のための運行管理に関するシンポジウム

〇 良い提案については表彰

（２）事業・制度の見直し体制

■ 組織面からの全般的な見直し
【組織活性化ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ策定検討会】の設置
(1) 将来ビジョンの策定､機構のミッション定義
(2) マネージャー制導入を含めた組織のあり方
(3) 人事評価制度､研修制度等人事制度のあり方
(4) 経費削減方策及び利用者の受診・受講環境等
の改善

(5) 以下の３つのプロジェクト・チーム（PT）を設置
・ 組織のあり方PT
・ 人事のあり方PT
・ 経費削減方策及び受診・受講環境等の改善PT

理事長の下に、 検討会及びプロジェクトチームを設置し、

当機構の業務改革･組織改革に向けた見直しを実施中

理事長の下に、 検討会及びプロジェクトチームを設置し、

当機構の業務改革･組織改革に向けた見直しを実施中
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（３） 事業の見直しの検討ステップ

（検討ステップ） 平成１７年度中

事業環境分析事業環境分析
顧客ニーズ、
海外動向等の
の調査・分析

顧客ニーズ、
海外動向等の
の調査・分析

機構の対応状況
の分析

機構の対応状況
の分析 事業評価事業評価 事業の重点化等

の検討

事業の重点化等
の検討

中長期的な
事業戦略検討

中長期的な
事業戦略検討

ステップ１ ステップ２ ステップ３ ステップ４ ステップ５ ステップ６

■ 事故防止業務
・事故傾向の分析
・事故惹起原因の
分析

■ 被害者の状況把
握
・被害者の状況

・被害者の経済実
態等

■ 顧客ニーズの
分析

■ 顧客満足度を
踏まえた事業の
効果性の検討

■ 海外動向の調
査・分析

■ 内部の事業執行
の効率性の検証

■ 顧客ニーズへの
対応状況

■ 単位当たりコスト
の活用による効
率性分析

■ 事業の有効性、
必要性を評価

■ 透明性、効率性
の確保

■ 事業の方向性
・評価を踏まえ、
事業の廃止､縮小､

重点化の検討を
実施

■ 各事業の中長期
的な事業戦略を
検討

「運営懇談会」 「業務のあり方検討会」 「タスクフォース」
（有識者・外部専門家により構成）にて、外部意見を踏まえ客観的に審議
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（４） 海外との連携について

自動車アセスメント情報提供業務自動車アセスメント情報提供業務

欧州

EURO-NCAP

米国

US-NCAP

日本

J-NCAP

グローバル
連 携

グローバルな連携強化により、

① 試験方法の調和

② 効果的な試験方法の研究開発

○「世界NCAP会議」（ｱｾｽﾒﾝﾄ実施

機関の会議）等

平成15年5月 名古屋会議

平成16年9月 オーストリア会議

平成17年6月 ワシントン会議(予定)

○自動車ｱｾｽﾒﾝﾄ結果発表会及び

国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ

平成17年4月 東京にて開催

NCAP : New Car Assessment Program

欧州

適性診断

日本

適性診断

海外との連携強化を図り、効果の高い適性診断を

目指す
○研究開発力の強化
→より効果的な適性診断に向けた研究開発を強化
○グローバルな視点からの検討
→ドイツ、オーストリアの適性診断研究機関と交流

を図り、現在、適性診断の高度化を推進中

適 性 診 断 業 務適 性 診 断 業 務

ドイツ、オーストリア等において、
プロドライバーに対して法律に基
づき適性診断を実施
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（５） 事業効果の分析

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

4,200

4,400

4,600

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15

乗員死者数（乗用車）

死者数（実数）

衝突安全性能向上がなかった
場合の死者数（推定）

H7～H15
１，９００人低減効果

○適性診断受診者群の事故率は、未受診者群の事故率の約半分 （平成１０年度調査）

○より精度の高い分析を実施中 （平成１７年度中）

■ 自動車アセスメント情報の提供
業務の被害軽減効果について

■ 適性診断の事故防止効果について

○ 平成７年からの８年間で、１，９００人の死者数削減及び５２，０００人の重傷者数の削減効果

［分析手法 ］

○ 実事故データ約３万件の分析結
果からアセスメントで成績の良い
車ほど、死亡重傷率が低いという
結果を得た。

○ この結果を基に安全な車の普及
によって死者数がどれだけ低減し
たかを試算

業務開始時点
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（６）事業の見直しに関する提案

■ 一層の自己収支比率の向上及び効率化を目指すことを前提に、これまでの見直しにおいて検討されている事項

自動車事故の防止のための業務自動車事故の防止のための業務

① 運行管理者等の指導講習業務

・ニーズに沿った開催形態、講習内容の改善(ステップアップ講習、インターネット講習、事業者への出張
講習の実施）
・事故防止コンサルティングの実施

② 運転者の適性診断業務

・事故防止効果の高い診断機器（アイカメラ・シミュレータの導入） 、診断・カウンセリング手法の改良・開発

・貸出用自動診断機器の一層の普及
・高齢ドライバーのための自動視野測定器の導入

③ 自動車アセスメント情報の提供
業務

・歩行者保護性能技術の向上による歩行者の交通事故死者数の低減

・衝突時の相手車両への加害性を軽減するための試験方法の開発

・ホームページによる安全情報提供の充実（諸外国の安全情報等についてわかりやすく紹介）

被害者保護の増進のための援護業務被害者保護の増進のための援護業務

① 療護センター運営事業

・先進医療機器の導入による高度な治療及び医療技術の研究開発
・外部受託検査件数の一層の増加
・療護センターが開発した医療技術の一般病院への普及を図るため、学会等において研究成果を積極的
に公表

② 重度後遺障害者、交通遺児等
への援護業務

・障害種別のニーズにあった精神的・経済的・医療上のサポート(重度後遺障害者については介護料支給
の認定品目等の見直し、交通遺児等への貸付方法の弾力化)
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Ⅱ 共通事項 １．組 織 図

理事長

理事

審議役本部

企画部

地方機関

被害者援護部

安全指導部

経理部

総務部

９主管支所・４１支所

４療護センター（運営委託）

監事

1名

3名 2名

2名

9名

10名

11名

280名

主管支所：札幌・仙台・新潟・東京・名古屋・大阪・広島・高松・福岡

千葉・東北（宮城）・岡山・中部(岐阜）

12名

13名

役職員数 ３４３名

平成１７年４月１日現在
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Ⅱ 共通事項 ２．主要事業別のⅰ人員、ⅱ支出、ⅲ収入 ［１７年度ベース］

運営費交付金 補 助 金 計

１　一般業務 9,592 4,889 3,273 8,162 1,430 9,592

  （１） 一般管理費 4,772

　 　 ① 人件費（職員３３７人・役員６人） 343 3,547

　  　② 物件費 1,225

  （２） 業務経費 4,820 3,273

　　  ① 運行管理者等指導講習業務費 (内   49) 329 (内 461)

　 　 ② 適性診断業務費 (内 109) 653 (内 953)

　 　 ③ 自動車アセスメント情報提供業務費 (内    7) 462

　  　④ 援護業務 (内   28) 3,376 3,273

　　　　　　　うち介護料等支給費 (3,273) (3,273) (3,273)

２　療護業務 (内    4) 4,459 3,629 830 4,459 4,459

　　　　　　　うち施設整備費 (830) (830)

３　貸付業務 (内   39) 869 487 6 493 1,045 1,538

合　　　　　計 343 14,920 9,005 4,109 13,114 1,430 1,045 15,589

　　　　　※１．一般業務、療護業務、貸付業務は、　事故対機構省令に基づく区分
　　　 　　  ２．人件費は、予算積算上 一般管理費に一括計上

（単位：百万円）

項 目 人員（人） 支 出
収 入 （ 財 源 別 ）
財 政 支 出

自己収入 貸付回収金 計
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